
[教育委員会事務局] 17 款 6 項 2 目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
文化財保護育成修
理事業

26,035 24,983 30,188 26,152 △ 4,153 △ 1,169 ○

3
文化財調査啓発事
業

11,959 11,959 1,959 1,959 10,000 10,000 ○

5
文化財保護審議会
その他事務費

20,769 20,645 18,938 18,833 1,831 1,812

6
埋蔵文化財セン
ター・史跡等管理
事業

91,569 91,478 90,948 90,948 621 530

7
埋蔵文化財保護事
業

12,626 6,313 12,626 6,313 0 0

9
博物館等指定管理
施設事業

865,328 864,474 855,106 854,252 10,222 10,222 ○

11
文化財保全整備事
業

65,498 54,018 147,755 146,295 △ 82,257 △ 92,277

13
文化財保存活用地
域計画推進事業

4,050 4,050 5,905 4,158 △ 1,855 △ 108

計 1,097,834 1,077,920 1,163,425 1,148,910 △ 65,591 △ 70,990

事　業　計　画　書　目　次
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令和７年度 令和６年度



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

文化財保護育成修理事業

17 30 3

事業名称

歳出予算科目

            26,035令和7年度                  0                  0             24,983             1,052                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            30,188

             ▲4,153

             1,036

                  16                   0

                 0

                   0

            26,152

             ▲1,169

            26,134             37,839

            25,812

            26,225             26,415             26,605

                 0

            26,134

            26,098

            25,345

            34,839

            21,902

            25,173             25,363             23,552

             3,000

             ▲3,000

市域に所在する文化財を適切に保護し、次世代へ継承していくため、文化財の保護育成のための施策の検討、文化財保護団体の育成、
当課が所管する文化財の整備・維持管理、文化財の保護に必要な経費に対する所有者等への補助金の交付等の取組を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

             5              4              5                  5              5              5              5金交付件数
文化財保護事業補助

実績              5              3件

           499           497           495               493           477           475            －

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

市内の指定・登録文
化財件数（年度末時
点）

           486           477実績件

本事業は、文化財の維持管理、所有者等への補助金の交付、保護施策の検討等の各取組により、文化財を次世代に継承していくことを
目的としています。

事業目的

市域には、多様な文化財が数多く所在しており、法や条例に基づき有形、民俗、記念物等の文化財の指定・登録を進め、令和６年11月
時点で国県市指定・登録文化財件数は491件に達しています。また、地域ごとに特色がある民俗芸能等の未指定文化財も数多く継承さ
れています。
文化財は、指定・未指定に関わらず、市の歴史、文化、自然を理解するうえで欠かせない市民（国民）の貴重な財産であり、文化財の
保存と活用が適切に行われるよう取り組む必要があります。
また、文化財の継承者や担い手の減少、自然災害の増加等は文化財を保護する上でも大きな課題となっており、平成30年、文化財保護

背景・課題

法の改正により、各地域における文化財保存活用地域計画等が制度化されたほか、令和３年の改正では、無形文化財及び無形の民俗文
化財の登録制度の新設等の制度拡充が行われました。
本市では、令和６年７月に「横浜市文化財保存活用地域計画」の文化庁認定を受け、文化財の保存活用の取組を推進しています。

文化財保護法、横浜市文化財保護条例、同施行規則、横浜市指定文化財等保護事業補助金交付要綱、横浜市文化財保存活用地域計画根拠法令・方針決裁等

・市内国県市指定・登録文化財件数：491件（令和６年11月時点）
・無形民俗文化財保護団体（認定団体）数：68団体（令和６年度実績）
・所管する主な史跡
　国指定：称名寺境内、三殿台遺跡、大塚・歳勝土遺跡
　県指定：市ケ尾横穴古墳群、稲荷前古墳群
　市指定：荏子田横穴　ほか

根拠・データ等

昭和52年度：横浜市無形民俗文化財保護団体育成事業開始
昭和60年度：ミヤコタナゴ保護育成事業開始
昭和62年度：横浜市文化財保護条例制定
昭和63年度：横浜市指定文化財等保護事業補助金交付要綱制定
令和２年度：無形民俗文化財保護団体への補助金交付対象範囲を拡大
令和６年度：保護育成事業の継続実施

事業スケジュール

昭和52,60,63年度事業開始年度

1
6年度7年度

文化財管理奨励金

細事業(事業内訳）

1              5,648              5,573                   75 交付見込みの増

無形民俗文化財保護育成
2              1,080              1,080                    0

ミヤコタナゴ保護育成
3              2,104              2,072                   32 対象事業費の増

文化財修理等補助
4              6,600             19,000             ▲12,400 対象事業費の減

文化財保護緊急対応
5              2,001              2,001                    0

1生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計

1



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

文化財情報管理
細事業(事業内訳） 6              8,602                462                8,140 文化財地図更新による増

            26,035             30,188              ▲4,153

渡辺 貴士 中鉢 祐樹 興梠 奏美
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

文化財調査啓発事業

17 30 3

事業名称

歳出予算科目

            11,959令和7年度                  0                  0             11,959                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             1,959

              10,000

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,959

              10,000

             1,667              1,833

             1,511

             2,085              1,959              2,085

                 0

             1,567

             1,179

             1,153

             1,833

             1,511

             2,085              1,959              2,085

                 0

                   0

市域の文化財の専門的・学術的調査を実施し、保護施策の基礎資料とします。
指定・登録文化財及び開発事業に伴う発掘調査の成果の説明板の設置や、文化財の一般公開等の普及啓発事業を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

             5              5              5                  5              5              5              5調査件数
無形民俗文化財現況

実績              1              5件

           499           497           495               493           477           475            －

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

指定・登録文化財件
数

           486           477実績件

文化財の所在、現況、歴史的背景等を把握するための専門的・学術的な調査を実施し、文化財を適切に守っていく上で必要となる基礎
資料とします。
また、説明板の設置や、一般公開等により、文化財の重要性や、文化財を通して知ることができる横浜の歴史・文化・自然の奥深さや
魅力を広く伝え、地元への愛着を深めるとともに、文化財保護に対する意識を高めていただくことを目的としています。事業目的

市域に所在する多種多様な文化財は、横浜の歴史、文化又は自然の理解のために欠くことのできない、市民（国民）の財産です。
文化財の継承のためには、文化財保護条例に基づく指定・登録等の制度による保護を進めるだけでなく、多様な主体が連携し、文化財
を保存・活用していく気運を高めていく必要があります。

背景・課題

文化財保護法、横浜市文化財保護条例、指定文化財等保護事業補助金交付要綱、横浜市文化財保存活用地域計画根拠法令・方針決裁等

市内国県市指定・登録文化財数：491件（令和６年11月時点）
無形民俗文化財保護団体認定数：68団体（令和６年度実績）

根拠・データ等

昭和50年度：横浜市文化財現況調査団による文化財総合調査開始　※現在調査団は解散
昭和51年度：文化財総合調査概報刊行開始
昭和52年度：無形民俗文化財調査開始
平成17年度：国指定重要文化財関家住宅公開事業開始
平成18年度：指定・登録文化財展開始事業スケジュール

昭和50,52,60,63年度事業開始年度

1
6年度7年度

文化財調査研究

細事業(事業内訳）

1                544                600                 ▲56 実績による減

文化財保護啓発推進
2              1,415                670                  745 細事業統合による増

公民連携による神奈川台場VR制作プロジェクト
3             10,000                  0               10,000 新規事業実施のため

調査報告書等印刷物刊行
4                  0                126                ▲126 隔年刊行のため減

文化財保護啓発推進（説明板設置等）
5                  0                550                ▲550 細事業統合による減

文化財公開（関家住宅公開）
6                  0                 13                 ▲13 細事業統合による減

2生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計

3



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

            11,959              1,959               10,000

渡辺 貴士 中鉢 祐樹 興梠 奏美

4



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

文化財保護審議会その他事務費

17 30 3

事業名称

歳出予算科目

            20,769令和7年度                124                  0             20,645                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            18,938

               1,831

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            18,833

               1,812

            17,608             17,670

            17,594

            20,769             20,769             20,769

                 0

            17,556

            16,742

            16,699

            17,517

            17,502

            20,645             20,645             20,645

               105

                  19

市域に所在する文化財の保存及び活用に関する重要事項を調査審議し、教育委員会の諮問に応じて答申を行う横浜市文化財保護審議会
を開催します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

文化財保護審議会を定期的に開催し、主に文化財の保護施策の中心となる指定・登録文化財の指定・登録を進め、市内の貴重な文化財
の散逸、滅失等を防ぎます。

事業目的

市域に所在する多種多様な文化財を適切に保護していくため、学識経験者等、専門的な立場からの意見を聴く必要があります。

背景・課題

文化財保護法、横浜市文化財保護条例、同条例施行規則、横浜市文化財保存活用地域計画根拠法令・方針決裁等

横浜市文化財保護審議会第19期委員数：17人
令和６年度横浜市文化財保護審議会部会開催数実績：２回
横浜市指定・登録文化財数（令和６年11月時点）：指定177件　登録99件

根拠・データ等

昭和62年度：横浜市文化財保護条例制定、市指定・登録文化財の指定・登録を開始
令和６年度：市指定文化財件数177件、市登録文化財件数99件（令和６年11月時点）
令和６年度：第19期文化財保護審議会委員委嘱、会議開催

事業スケジュール

昭和63年度事業開始年度

1
6年度7年度

文化財保護審議会開催

細事業(事業内訳）

1                854                854                    0

その他事務費
2              1,547              1,447                  100 旅費の増

その他事務費（人件費）
3             18,368             16,637                1,731 単価の増による

            20,769             18,938                1,831

3生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計

渡辺 貴士 中鉢 祐樹 興梠 奏美

5



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

埋蔵文化財センター・史跡等管理事業

17 30 3

事業名称

歳出予算科目

            91,569令和7年度                 91                  0             91,478                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            90,948

                 621

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            90,948

                 530

            83,178             87,364

            90,468

            91,039             91,039             91,039

                 0

            83,155

            82,096

            82,005

            87,335

            90,464

            91,039             91,039             91,039

                 0

                  91

施設・史跡等の管理：本市の歴史に関する展示を行う施設の管理・運営、埋蔵文化財に関する業務及び市内の史跡等の管理を実施しま
す。
　[対象]埋蔵文化財センター、横浜市八聖殿郷土資料館、史跡等（史跡称名寺境内、県指定史跡市ケ尾横穴古墳群、

事業概要
（アクティビティ）

　　　　県指定史跡稲荷前古墳群、上行寺東遺跡復元整備地）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

            ２             ２             ２                 ２             ２             ２              2化財出土資料整理対
港北ニュータウン文

象遺跡数

実績             ２              2箇所

          0.25             0          0.25                 0          0.25             0          0.25

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

港北ニュータウン発
掘調査報告書刊行遺
跡数

             0          0.25実績箇所

本事業は文化財に関する専門的知識及び技術が必要であることから、これらの知識及び技術を有する者に業務を委託しながら、所管施
設及び史跡の適切な維持管理、必要に応じて安全対策等を実施することで、来館者・利用者の市内の歴史に関する学習の場の提供へつ
なげます。

事業目的

横浜の歴史に関する資料等について収集、調査・研究、保管・公開、及び史跡や文化財関連施設の効率的かつ柔軟な維持管理・運営等
の日常管理をすることで、建物の劣化等から来館者・利用者の安全の確保が求められています。また、埋蔵文化財に関する発掘調査報
告書刊行に向けた出土品等整理を行っていく必要があります。

背景・課題

文化財保護法、横浜市文化財保護条例、横浜市文化財保存活用地域計画根拠法令・方針決裁等

・港北ニュータウン開発に伴う出土遺物の整理等（埋蔵文化財センター事業）
　＜実績推移＞令和元年度２件、令和２年度２件、令和３年度２件、令和４年度２件、令和５年度２件
・土木工事等に伴う文化財の発掘調査及び報告書の刊行（埋蔵文化財センター事業）
　＜実績推移＞令和元年度３件、令和２年度４件、令和３年度４件、令和４年度５件。令和５年度３件
・横浜市八聖殿郷土資料館の利用者数
　＜実績推移＞令和元年度15,532人、令和２年度8,066人、令和３年度11,124人、令和４年度11,331人、令和５年度12,827人
・史跡等の点検（月１回以上）と結果報告
　＜実績推移＞令和元年度実施、令和２年度実施、令和３年度実施、令和４年度実施、令和５年度実施

根拠・データ等

大正11年～昭和47年　史跡称名寺境内、県指定史跡市ケ尾横穴古墳群、県指定史跡稲荷前古墳群の文化財指定
平成５年度　事業開始
平成21年度　埋蔵文化財センターを都筑区から栄区へ移転
令和７年度　施設の管理運営を継続して実施

事業スケジュール

平成5年度事業開始年度

1
6年度7年度

施設・史跡等管理

細事業(事業内訳）
1             90,088             89,558                  530 新規事業実施による増

施設安全管理
2              1,481              1,390                   91 設備更新費用の増

            91,569             90,948                  621

4生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計

渡辺 貴士 須田 昂太郎 遠藤 光里
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

埋蔵文化財保護事業

17 30 3

事業名称

歳出予算科目

            12,626令和7年度                  0                  0              6,313             6,313                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

            12,626

                   0

             6,313

                   0                   0

                 0

                   0

             6,313

                   0

            13,818             14,100

            17,028

            12,626             12,626             12,626

                 0

             6,909

            16,883

            11,071

             7,050

            10,986

             6,313              6,313              6,313

                 0

                   0

土木工事等により破壊される埋蔵文化財を保護するには、試掘調査(確認調査)及び発掘調査が必須です。国民共有の財産である埋蔵文
化財を法に基づいて保護します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

            11             13             25                 25             25             25             25
試掘調査・確認調査

実績             11             14件

                                                                                                      

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

工事主体者による遺跡破壊という違法行為から埋蔵文化財を守るため、発掘調査を実施します。
◆埋蔵文化財は土に埋まっている文化財のため見ることができず、実際に掘らないと判断できない特性を持ちます。埋蔵文化財の把握
・周知、土木工事等との調整を目的とした、試掘調査（確認調査）を実施します。
◆重要遺跡の把握・周知、保存を目的とした、試掘調査（確認調査）を実施します。
◆個人住宅に伴う埋蔵文化財の保存を目的とした、発掘調査（記録保存）を実施します。
◆出土文化財の適正な保管を目的とした、出土品等再整理作業を実施します。

事業目的

発掘調査の種類（用語解説）
◆発掘調査→発掘作業、出土品等整理作業、報告書刊行の総称であり、次に説明する各調査の総称でもあります。
◆試掘調査→埋蔵文化財の有無、内容把握を目的とした部分調査
◆確認調査→埋蔵文化財の内容把握を目的とした部分調査
◆発掘調査（記録保存）→土木工事等により破壊される埋蔵文化財の記録をとり報告書を刊行する全体調査

市内に埋蔵文化財包蔵地は2,414（令和元年12月31日現在）あり、県全土8,007の33％を占めます。総面積は市域の10％を占め、埋蔵文
化財包蔵地内及び隣接地で土木工事等を施工する場合、工事主体者は教育委員会に届出（通知）を提出し、法に基づいた指示を受ける
ことが義務付けられています。

背景・課題

文化財保護法・神奈川県文化財保護条例・横浜市文化財保護条例・横浜市文化財保存活用地域計画根拠法令・方針決裁等

近隣市の包蔵地数と発掘調査件数：【】は発掘調査（記録保存）で内数　2023『神奈川県埋蔵文化財調査報告』68より
◆川崎市　　　615（包蔵地）　　65【１】件
◆相模原市　　532（包蔵地）　　70【１】件
◆横須賀市　　479（包蔵地）　　５【１】件
◆藤沢市　　　356（包蔵地）　　61【１】件
◆逗子市　　　146（包蔵地）　　９【４】件
◆大和市　　　158（包蔵地）　　３【２】件

根拠・データ等

令和６年４月１日から令和７年３月31日

事業スケジュール

平成2年度事業開始年度

1
6年度7年度

発掘調査支援委託

細事業(事業内訳）
1              8,226              8,226                    0

出土品等再整理作業支援委託
2              4,400              4,400                    0

5生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計

7



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

            12,626             12,626                    0

渡辺 貴士 須田 昂太郎 近藤 匡樹
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

博物館等指定管理施設事業

17 30 3

事業名称

歳出予算科目

865,328令和7年度 854 0 864,4740 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

855,106

10,222

0

 0 0

0

 0

854,252

 10,222

847,069 853,190

871,034

864,909 864,909 864,909

0

846,460

860,004

859,286

852,478

870,420

864,055 864,055 864,055

854

 0

・横浜市歴史博物館、横浜開港資料館、横浜都市発展記念館、横浜ユーラシア文化館及び横浜市三殿台考古館の５施設の管理・運営を
指定管理者により実施します。また、令和８年度から始まる次期指定管理者を選定するため及び、効率的・効果的に指定管理者が運営
を行えるよう、選定評価委員会を開催します。

事業概要
（アクティビティ）

・利用者が安心して施設を利用できるよう、施設の維持管理を行います。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

220 220 220 220 220 220 220
学校受入校数

実績 883 514校

395000395,000395,000395,000395,000395,000395,000

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

施設利用者数

646,127522,997実績人

横浜に関係した歴史資料を保存公開するため、横浜市歴史博物館、横浜開港資料館、横浜都市発展記念館、横浜ユーラシア文化館及び
横浜市三殿台考古館の５施設の管理・運営を指定管理者により一括で実施することで、より効率的な予算編成や施設運営等を行い、市
民の文化財への理解の促進とふるさと意識の醸成につなげます。

事業目的

横浜の歴史に関する資料を収集、保管、展示、及び調査研究して市民の利用に供するとともに、その学習、調査研究等に資するため必
要な事業を行うことにより、市民の教育、学術及び文化の発展に寄与するため、横浜市歴史博物館等５施設の管理・運営をします。管
理・運営については、多様化する市民ニーズにより効果的・効率的に対応するため、民間の能力を活用しつつ、市民サービスの向上と
経費の節減等を図るため、指定管理者制度を導入しています。また、各施設は設立から20年以上経過しており、施設設備の老朽化、故
障が多く見られます。来場者の安全性の確保と利便性を向上するために、各施設の維持管理、災害対策などを行う必要があります。

背景・課題

文化財保護法、博物館法、地方自治法、横浜市文化財保護条例、横浜市歴史博物館条例ほか各施設条例、横浜市歴史博物館等の管理運根拠法令・方針決裁等
営に関する基本協定書、横浜市文化財保存活用地域計画

令和５年度指定管理者事業報告書、令和６年度事業計画書、令和５年度決算報告書、令和６年度収支予算書、協約

根拠・データ等

平成18年度：指定管理者制度の導入
平成23年度：ふるさと歴史財団公益財団法人化
平成28年度～令和７年度：ふるさと歴史財団指定管理期間
令和元年度：選定評価委員会中間評価の実施（指定管理期間４年目）
令和４年度：選定評価委員会中間評価の実施（指定管理期間７年目）、三殿台考古館再整備内容の検討開始
令和５年度～：三殿台考古館整備に伴う準備
令和７年度：選定評価委員会の実施（次期指定管理者選定）
令和８年度～令和17年度：次期指定管理期間

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
6年度7年度

博物館等指定管理

細事業(事業内訳）

1 859,549 849,327 10,222

施設管理
2 4,346 3,751 595 設備等管理費の増

三殿台考古館耐震対策事業
3 1,014 2,028 ▲1,014 委託費用の減

指定管理者選定評価委員会開催
4 419 0 419 指定管理者選定評価委員会開催による増

6生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計

物価高騰支援による指定管理料の増

9



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

           865,328            855,106               10,222

渡辺 貴士 須田 昂太郎 遠藤 光里
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

文化財保全整備事業

17 34 4

事業名称

歳出予算科目

65,498令和7年度 1,480 5,000 49,0187,500 2,500

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

147,755

▲82,257

0

 7,500 2,500

119,000

 ▲114,000

27,295

 21,723

47,725 146,631

56,991

65,498 65,498 65,498

0

46,319

33,053

31,572

145,215

55,530

54,018 54,018 54,018

1,460

 20

教育委員会が管理する文化財（史跡・名勝・天然記念物）について、文化財としての価値を損なわない範囲での越境木・危険木等の計
画的な伐採や、土砂災害の恐れがある崖地に対する防災整備工事を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

－ ５ ５ ５ ５ ５ 5災害警戒区域への安
史跡等範囲内の土砂

全対策箇所数

実績 ５ 5箇所

3737373737－－

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

市内国県市指定史跡
名勝天然記念物件数

3837実績件

本事業は、山林や崖地をもつ文化財（史跡・名勝・天然記念物）に対し、植生管理や防災整備を実施することで、文化財の価値の保全
を図るとともに、近隣住民や来訪者の安全確保を目的としています。

事業目的

史跡・名勝・天然記念物等の文化財は、一般的にその文化財が指定された時点での状態を、将来にわたって保存していくことを目的と
して文化財指定されています。しかし、現状では経年による草木の繁茂や土壌の風化による崖崩れの発生、宅地開発による周辺環境の
変化等が生じていることから、計画的に安全対策を実施していく必要があります。

背景・課題

文化財保護法、横浜市文化財保護条例、旧川合玉堂別邸庭園に関する方針決裁（平成15年度・平成29年度・令和３年度）、横浜市文化根拠法令・方針決裁等
財保存活用地域計画

・日本に接近した台風の数
2023年：９回（速報値）、2022年：11回、2021年：12回、2020年：7回、2019年：15回、2018年：16回、2017年：8回、2016年：11回

・各施設・史跡等の土砂災害警戒区域と隣接する人家戸数（レッドゾーン＝R、イエローゾーン＝Y）
旧川合玉堂別邸庭園：R５、Y24　御伊勢山・権現山：R59、Y250　称名寺境内：R47、Y192　朝夷奈切通：R０、Y31根拠・データ等

平成16年度　事業開始
平成19年度　金沢八景御伊勢山・権現山の樹叢　市指定天然記念物に指定
平成28年度　旧川合堂別邸（二松庵）庭園　市指定名勝に指定
平成31年度　大型台風による史跡等への被害発生、応急対応実施
令和３年度　旧川合玉堂別邸庭園、称名寺境内危険崖対策事業　開始
令和４年度　稲荷前古墳群、朝夷奈切通危険崖対策事業　開始

事業スケジュール

平成16年度事業開始年度

1
6年度7年度

史跡等防災事業

細事業(事業内訳）

1 15,353 15,353 0 調査の実施による増

旧川合玉堂別邸庭園保護活用
2 5,145 101,348 ▲96,203 工事終了による減

史跡朝夷奈切通崖地防災整備工事
3 ■■■ ■■■ ■■■

神奈川県指定史跡稲荷前古墳群崖地防災整備工事
4 ■■■ ■■■ ■■■

7生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

65,498 147,755 ▲82,257

渡辺 貴士 須田 昂太郎 内海 遥
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

文化財保存活用地域計画推進事業

17 30 3

事業名称

歳出予算科目

4,050令和7年度 0 0 4,0500 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

5,905

▲1,855

1,747

 ▲1,747 0

0

 0

4,158

 ▲108

6,869 4,518

7,502

4,050 4,050 4,050

0

1,374

6,219

4,152

2,259

3,926

4,050 4,050 4,050

0

 0

本市における文化財の保存と活用に関する長期的な指針と、具体的な事業等の実施計画を定める、横浜市文化財保存活用地域計画の多
言語版や動画等を作成し、計画を広く周知します。
その他、計画に基づき取組を推進します。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

策定 認定 認定・事業実施 事業実施 事業実施 事業実施 事業実施
地域計画の作成

実績 作成 原案策定

499497495493477475－

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

文化財保護法・条例
に基づく指定・登録
文化財の指定・登録

489477実績件
数

本市における文化財の保存と活用に関する中長期的な目標と、具体的な取組内容を示す「横浜市文化財保存活用地域計画」が令和７年
度に文化庁認定されました。計画に基づき、行政のみならず、多様な主体が連携しながら、文化財の保存と活用の取組を計画的・継続
的に取り組みます。

事業目的

市域には、市の歴史、文化、自然を理解するうえで欠くことができない幅広い時代の文化財が広域にわたり存在しており、昭和62年の
横浜市文化財保護条例の制定による保存の取組や、歴史を生かしたまちづくり要綱等による活用の取組を進めてきました。また、行政
のみならず、市民・関係団体・企業等、多様な主体による取組も数多く行われてきました。
一方で、文化財を取り巻く課題は多岐にわたり、個々の取組や活動だけでは解決できない状況になってきています。
それらの課題に向けて、継続的に推進していくため、「まもる」「いかす」「つながる」の３つを目指す姿俊、多様な主体がともに連
携しながら、文化財の保存・活用を進め、横浜の歴史文化を次世代へ継承していくため、「横浜市文化財保存活用地域計画」を策定し

背景・課題

ました。（令和６年７月文化庁認定）

文化財保護法、文化財保護法に基づく文化財保存活用大綱・文化財保存活用地域計画作成等に関する指針、横浜市文化財保存活用地域根拠法令・方針決裁等
計画

・横浜市内における指定・登録文化財件数：491件（令和６年11月時点）
・文化財保存活用地域計画認定市町村数：169市町村（令和６年７月時点）

根拠・データ等

令和元年～　　計画検討、素案作成
令和５年度　　市民意見募集、原案作成
令和６年度　　文化庁認定申請、文化庁による認定（令和６年７月）、計画広報、計画に基づく事業の実施
令和７年度　　計画に基づく事業の実施

事業スケジュール

令和元年度事業開始年度

1
6年度7年度

文化財保存活用地域計画推進
細事業(事業内訳） 1 4,050 5,905 ▲1,855 計画策定終了による減

4,050 5,905 ▲1,855

8生涯学習文化財課教育委員会事務局

一般会計

渡辺 貴士 中鉢 祐樹 長坂 華奈絵
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